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むすび
地球環境問題への対応と省エネルギーの必要性が高まる中で〉エネルギー産業分野の事業者とそ
の需要家によってどのような取り組みが可能か，が間われている。とりわけ電気事業者は需給の逼
迫と電源開発の困難化に直面しており，従来のような供給サイド資源に偏重した電力計画の見直し
を迫られている。
米国の電気事業では. 1970年代初め頃から事業者が需要家に対して積極的に働きかけて，エネル
:¥.ー効率の改善と望ましい負荷形成を実現するテーマンドサイド・マネジメント (DSM)の手法が開発
され，電力計画において次第に重要な資源として位置づけられるようになってきた。
DSMの具体的な方策として，季時別料金，直接負荷制御などのロードマネジメンいおよび、需要
家の様々な省エネ行為に対してインセンティブを提供する省エネプログラムがある。事業者はこれ
らの方策を用いて省エネや負荷移行を促進し。発電所建設の先送り，エネルギーの節約，および環
境負荷の軽減を実現することができる。需要家の側も.DSMに参加することにより，料金支払額の
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軽減化が可能となる。
小論は，需要サイド資源活用の面てや先進的な米国電気事業における事業者DSMの促進要因，利点
と問題点，必要性，実施状況，および‘負荷削減並びにビジネス展開上のポテンシャルについて考察
することを目的としている。
1. DSMの促進要因と得失
(1) DSMの促進要因
米国電気事業におけるDSMの起源は.1970年代初頭のエネルギー危機の時代にさかのぼる。それ
まで，電気事業においては技術進歩に支えられ、発・送電設備の大型化・高度化により費用逓減が
実現されてきた。
しかし70年代に入ると.住民の反対運動激化による立地制約の強化や環境規制の厳格化によって，
新規発・送電設備の建設費が高騰しはじめた。これに，折からの第一次石油危機によってもたらさ
れた燃料費の急上昇が重なった。このため，電気料金が大幅に上昇するところとなった。州規制委
員会と電気事業者は，こうしたコスト上昇が料金に与えるインパクトを緩和するために，伝統的な
資源方策を見直し，新たな資源方策として省エネとロードマネジメントに注目するようになったの
である。
電気事業者によるDSMを促進した要因として.①法制面でのPURPAとNECPA，②事業者に対す
るインセンティブ制度の整備、③環境規制の強化， とりわけ改正大気浄化法の成立，④供給サイド
投資の規制リスク，⑤エネルギーサービス展開への期待，が特に重要と思われる。
(イ) PURPAとNECPA
カータ一政権下の1978年1月に，省エネルギーの推進と再生可能エネルキーの開発を目的とした.
5つの法律で構成される国家エネルギ一法(NEA)が制定された。電気事業に関しては，省エネは主
として料金体系の改革により達成されるべきものとされた。
これらの法律のうち，公益事業規制政策法 (PURPA)は，省エネと分散型エネルギーの育成を目
的としていた。同法は，州規制委員会に対して，省エネ，設備・資源利用効率の最適化，および需
要家にとって公平な料金を促進するために，①サービス供給費用，②時間帯別料金，③季節別料金，
④供給遮断料金，⑤ロードマネジメント技術，の6つの料金設定基準を実施することの妥当性につ
いて1981年1月までに検討し 1982年1月までに決定することを求めている。同法は，季時別料金
等の実施を要求したのではないにもかかわらず。それらの実施の妥当性を検討する機会を各州規制
委員会に提供することによって，すでに一部の州で導入きれはじめたロード‘マネジメント方策の普
及を促進することに寄与したのである。
一方， NEA5法の一つである国家省エネルギ一政策法 (NECPA)は，電気事業者を通じての住宅
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省エネサービス (RCS)の制度を創設し事業者省エネプログラムの推進を刺激した1)。同法i::l:，各
州規制委員会に対して，管轄下の電気事業者が需要家宅のエネルギー監査を中心としたRCSフ。ログ
ラムを実施できるようにすることを求めている。もっとも.この法律に基づく連邦主導のRCSフ。ロ
グラム自体は，事業者省エネプログラムにおいてすでに先進的な活動を展開していた州からはその
権限の一部を奪うなどの問題もあって，所期の省エネ成果を十分に達成できなかったと評価されて
いる。そのため， 1980年エネルギ一安全保障法 (ESA)および'1986年省エネサービス改革法 (CSRA)
によりNECPAの連邦主導は修正を受け，省エネにおける州規制当局の役割が強化されて現在に至
っている。
(ロ) DSMインセンティブ制度の整備
電気事業者が長期的かつ安定的な資源としてDSMを評価しこれを積極的に推進していくために
は，次の2つの条件が満たされる必要がある。第 1に， DSMの実施により事業者に収益減やコスト
回収不足が発生しないことである。伝統的なレートメーキングのもとでは，事業者が省エネを目的
としてDSMを実施した場合，販売量の減少により収益減がもたらされるだけでなく，実施コストを
十分に回収できないというリスクにさらされる。したがって， DSMを促進するためには，事業者に
対するこうした負の財務効果を除去する必要がある。
第2に，事業者によるDSMへの投資が収益的になることである。事業者に対する積極的なインセ
ンティブの提供は， DSMが事業者に負わせるリスクに見合うものであり，株主の利益を守るために
必要とされるc 供給サイド投資から利用可能な報酬と整合的な水準で利潤をあげ、うるのでなければ，
事業者は本気でDSMを実施しようとはしないであろう。
こうしたDSMインセンティブを事業者に提供するための制度作り i:l， 1988年における全国公益事
業委員協会 (NARUC)省エネ委員会の決議を契機として，統合資源計画 (IRP)の枠組みの中で急速
に進んでいる2)。とりわけ，積極的なインセンティブを事業者に提供するためのレートメーキング改
変により，今後省エネプログラムの展開が加速されることが見込まれる。
付環境規制の強化
1970年代初頭以来，発電の環境インパクトへの関心が高まり，電気事業者の供給サイド方策は環
境保護団体からの批判にさらされてきた。公聴会での議論等を通じて，規制当局と電気事業者の多
くは環境問題の重要性を認識するようになった。環境負荷の軽減をめざす規制当局と事業者の努力
は，やがてIRPの枠組みの中で環境費用・便益を電力計画に織リ込んで，供給サイド方策とDSM方
策を同等ベースで評価する試みに結実することになる。今日，地球温暖化や酸性雨など環境問題へ
1) NECPA以前にもすでに1976年8月に成立したエネルギ一節約・生産法 (ECPA)が存在し.低所得者に対する断熱化援
助，新規建築物に関する省エネ基準.および州省エネ計i酎のための実験プログラムについて規定していたが，事業者の役割
を重視するものではなかった。 Barkovich(1989)，p.78. 
2 )詳しくは， I谷 (1992.10) を参照3
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の関心、が急速に高まってきており，環境保全への圧力はDSM活動の強力な推進力であるといってよ
し、。
1990年改正大気浄化法(CAAA)は，電気事業者のDSMへの取組みに関して重要な意味を持つこと
になる亜硫酸ガスについての排出許容量取引制度を創設している。この制度により，事業者は1995
年以降，毎年の亜硫酸カ*ス排出許容量を環境保護局(EPA)により決められ，排出量の削減あるいは
他社からの排出許容量の購入を通じて，排出規制を遵守することを求められる 3)。この排出規制は排
出率ではなし年間排出量でなされるため，発電量全体の削減あるいは発電量の時間的変更を可能
にするDSM方策は，事業者カがぎ同法の規制をクリアするための重要な戦田略各となろう叫
ある試算によれば， CAAA規制を満たすための電気事業者のコストは'中西部などの主要な石炭
燃焼州において電気料金を約 5%上昇きせるといわれる5)c したがって， CAAA規制はDSMを事業
者にとって経済的に一層魅力あるものにすると考えられる。
(ニ) 供給サイド投資の規制リスク
料金支払者の利益を保護する使命を担う州規制委員会は，電気事業者による過去の資源決定をい
わゆる慎重審査 (prudencereview)に従わせることができる。 1970年代末以降，州規制委員会が事業
者による新規発電所への投資について慎重さを欠いたとして，その一部または全部の料金による回
収を認めないケースが相次いでいる。最近はやや下火になってきたものの，レートベース不算入と
きれる投資額は毎年数十億ドルにのぼっている。
こうした経験から，電気事業者はリスクの大きな供給サイドの投資を手控え，相対的に低リスク
のDSMを資源計画に取り込むようになってきた。供給サイド資源とDSM資源とを同等ベースで評
価するIRPにおいては通常，事前審査 (up-frontreview)がなされることも，事業者の関心をDSM'こ
向ける要因となっている。
〈ホ) エネルギーサービス展開への期待
今日，多くの電気事業者は自家発・コージェネレーション等との競争やエネルギ一間競争に直面
している。 DSMU:，需要家との密接な結び付き，需要家サービスの向上，並ぴに収益的な事業多角
化と付加価値の取り込みの機会を提供することから，次第に競争的となるエネルギー市場において
電気事業者が成功するための方策として位置づけられるようになってきた。
実際，一部の電気事業者によるDSMへの積極的な取組みの背後には，たんなる電気の供給を超え
た付加価値サービス，すなわち「エネルギーサービス」事業の展開に向けた期待と計算が働いてい
るようにみえる。電気事業が新たなサーどス価値を創出するには、 まず需要家インターフェイスを
3) Gelling et al. (1992)， p. 72. 
4 )すでに1992年5月には， WP&L社(ウイスコンシン外1)がTVA(テネンー州)に対して 1万トンの亜硫酸ガス排出許容量
を売却している。
5) Hirst(1991)， p.31. 
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改善し需要家情報の収集を通じてそのニーズを把握しなければならない。 DSMはそのための絶好
の機会を事業者に提供してくれる， と考えられたのである。
(2) DSMの得失
この15年程の聞にDSMが本格的に実施されている地域は，急速に拡大してきた。 1970年代および
80年代初めにはカリフォルニアと北西部の事業者がDSM開発のパイオニアの役割を果たした。しか
しこうした所期のDSM活動は， 80年代半ば頃に余剰発電設備の問題が顕在化してくると一時期，沈
静化を余儀なくされた。しかしこの間，供給力不足によって必要に迫られた北東部の事業者が，DSM
の開発と進展においてリード役を果たすようになる。
省エネプログラムを含む本格的なDSM活動は，太平洋岸，北東部，中西部の諸外|で特に積極的に
展開きれている。 1990年代に入って，統合資源計画(lRP)が普及し， DSMインセンティブが開発き
れ，さらに地球的規模で環境問題がクローズアップされるようになると， DSMはこの先さらに大規
模に展開きれていくことが予想される。
このように，米国においてDSMが急速に普及してきたのは，それが供給サイド方策に比べて，い
くつかの利点を有するからである。 DSMの採用により，電気事業者と需要家は次のような潜在的な
便益を得るとみられている6)。
第 lに， DSM資源は伝統的な供給サイド資源と比べ，より安価で購入できる。すなわち， k京市お
よびkW当たりのコストはDSM資源の方が供給サイド資源よりも小さい場合が多い。とりわけ，設
備に制約のある事業者の場合， DSMは高価な新規発電所を建設する必要性を先送りさせうるため，
より安価につく可能性が高い。
第2に， DSM資源は供給サイド資源と比べて環境問題を引き起こす可能性が小さい。現在の主力
電源である化石燃料系発電所から排出される二酸化炭素，硫黄酸化物，窒素酸化物等が環境破壊を
促進している。したがって， DSMにより省エネと望ましい負荷形成が実現できれば，環境保全にと
ってきわめて有益で、あることは明白である。
第3に，事業者にとって， DSM資源は大規模発電所の建設に比べてリスクがずっと小さい。その
理由は， DSM資源の場合、小さな増分で購入されること，および比較的短い期間で開発・実施され
うることによる。これに対して，大規模発電所の場合には，巨額の投資と長期に及ぶリードタイム
を必要とするため， リスク負担が大きくならざるをえない。
第4に， DSMは事業者と需要家がそれぞれの競争上の立場を強化することに役立つ7)， DSMは事
業者に対しては，需要家サービスと需要家関係を改善することを通じて，競争要因への対応力を強
6) Hirst(l987)， pp.103-4. 
7) Limaye(1991)， p.4 
化するための機会を提供する。一方写事業者はDSMを実施することによって，産業用・業務用需要
家の競争力を向上きせ，それによって地域経済の活性化に資することができょう。
これに対して.DSMtこ批判的または懐疑的な論者からは，次のような問題点が指摘されている c
第 lii. 内部補助の問題である。すでに住宅の断熱化や機器の高効率化を自費で済ませ一層の省エ
ネが必要ない需要家やプログラムに参加する気のない需要家はもっぱらープログラムに参加する需
要家に内部補助することになり不公平だ¥ と批判きれる。
第2は，低所得者の参加機会が制約きれているという問題である。奨励金の提供によっても高効
率機器の購買力が伴わない低所得者や，断熱化すべき住宅を所有しない借家人はー省エネプログラ
ムの直接的な，恩恵に浴することができない。そうした場合司貧者から中産階級への補助となるおそ
れがある。
第3li. DSMの過大評価による信頼性 1)スクの問題である。DSMの負荷効果に関する過大な評価
によって電力需要が過小に予測されることになれば，供給信頼性がリスクにきらされることになり
かねない。このことは， DSMに対する慎重派により絶えず警告されてきた。
第 lの問題への対応策としては，料金インパクト計測 (RIM)テスト(注20)を参照)を用いて，非
参加需要家も料金の低廉化を通じて間接的な便益が得られるようにすることが考えられる。第2の
問題に関してti.低所得者向けの直接設置プログラムを充実することで対応できょう。低所得者向
けプログラムはその高い省エネ効果と所得分配上の公平の両面で常に正当化されるべきものと考え
られている c 第3の問題に関しては，米国においてはDSMの設計と運用の経験の蓄積により，実際
には効果予測の精度はかなり向上しているとみられる。
2.事業者DSMの必要性
エネルギ一効率の改善は，電源開発の困難化に直面する電気事業に新規発電所建設の先送りを可
能にするだけでなく，需要家に対して料金支払額を節約する機会を提供し，同時に地球環境に対し
て負荷の軽j成をもたらしうる。
エネルギー効率を改善することは，必ずしも生活の質を落とすことを意味するものではない。断
熱素材，センサー，制御システム，照明，モーターなどの最新技術をうまく利用すれば，快適きを
全く損なわずにエネルギー効率を高めることができる。
近年のエネルギー効率技術には目を見張るものがある。にもかかわらず，効率技術の進歩に対す
る市場の反応は驚くほど鈍いといわれる。エネルギー効率技術の開発のペースがきわめて急である
ために，市場がそれについていけない状態にある。需要機器の取り替えのペースは緩慢であるし，
消費者の購買ノfターンはエネルギーの問題とは強く結び付いておらず，またエネルギ一節約へのイ
ンセンティブは現在必ずしも十分に提供されていないからである。
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省エネへの過少投資は多数の要因によってもたらされる。それらの要因は大きく 2つのカテゴ t)
ーに区分できょう。一つは，消費者が管理しえない外部的な影響力，すなわち外生的要因である。
省エネの効率的な利用を制限する最も重要な外生的要因は，料金である。もう一つは、消費者の省
エネに対する行動および態度に関連する内生的要因である。主要な内生的要因として，知識，投資
回収期間，資本の利用可能性などがあげられる。
(1) 料金制度の改善
電気料金は，省エネ設備への需要家の投資における決定要因の一つである。厳密に限界費用に追
従する料金は，市場に適切なシグナルを送る。こうしたシグナルは.需要機器のより効率的なもの
への取り替えを促進させることになる。
しかしながら，現行規制のもとで電気事業者の料金は，限界費用ではなし平均費用に基づいて
設定されている。平均費用に基づく料金は，発電の真の社会的費用，あるいは資源の真の希少性を
反映していなし、その結果，規制を受ける電気料金は，需要家に対して電気消費についての誤った
シグナルを送ることになる 8)， 
近年における電力需給の逼迫と電源開発の困難化によって、多くの電気事業者のコスト構造は費
用逓増の局面にあるとみられる。このような状況のもとで平均費用に見合う料金を設定すれば，需
要家は誤った料金シグナルに反応して，電気を過剰消費することになろう。
このような市場の不完全性を是正するために，電気事業者と規制当局は，電気料金をより効率的
なものに改善することができる c 社会的に最適な水準の省エネ投資を確保するための料金制度改革
の方向として，限界費用の季時別変動要素を織り込んだ季節別料金制度および時間帯別料金制度，
供給遮断契約料金制度，直接負荷制御契約制度，区画逓増料金制度など，いわゆるロードマネジメ
ントの諸方策があげられる。
これらの料金制度は，平均販売料金が限界費用を下回っている場合でも，需要家に対して新規エ
ネルギー供給のより高い限界費用に関する情報を送ることができょうへそれにより，需要家は，省
エネから引き出される節約に関してより正確な情報を得ることになる。
(2) 省エネ投資への条件整備
限界費用料金設定を通じて正しいコストシグナルを与えられたとしても，需要家は高効率機器や
断熱構造化などのコスト効果的な省エネ設備に投資しない可能性がある。なぜ、なら，いくつかの内
生的要因が需要家の省エネ投資を阻害すると考えられるからである。
8) Cicchetti and Moran (1992). p.41. 
9) Cicchetti and Shaughnessy (1980). p.15 
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需要家によるエネルギー効率改善のための投資を妨げているのは，情報(または知識)の不完全
性，資本へのアクセスの制約，近視眼的な投資採算，エネルギ一価格の不確実性などの阻害要因で
ある。
需要家は，エネルギ一関連技術のパフォーマンスや、最新のエネルギー効率技術を取り込んだ需
要機器等に関して必ずしも十分な知識を持っていないことが多い。それゆえに，コスト効果的であ
るからといって，実際にエネルギー効率の良い機器を購入したり，効果の高い住宅断熱化を行うと
は限らない。そこで，電気事業者による情報提供プログラムが，消費者の選択を効率的なものに変
えさせるために行われるのである。
きて，電気事業者の情報提供により正しくコストを把握したとしても，需要家がエネルギー効率
改善のための設備投資をするとは限らない。金融・資本市場の不完全性によって，一部の需要家は
料金支払額の節約を通じて長期的に自己の利益になるエネルギー効率化手段のための資金調達がで
きないことがありうるからである。事業者による需要家の住宅断熱化工事に対する無利子または低
利融資などの省エネプログラムは，こうした金融・資本市場の不完全性を補整するものである。
資金の調達が可能な場合であっても，その効率化投資をきわめて短い期間で回収することを期待
する需要家は，それから得られる長期的なコスト節約の便益を評価しようとしないだろう。家庭用
需要家の場合には 2年以内の回収期間 (paybackhorizons)で〉また産業用需要家の場合には 5-6
年程度の回収期間で設備投資を行うとみられる。これに対して雫電気事業者による発電所投資の回
収期聞は， 20年以上と長期に及ぶ。このような需要家・事業者聞の回収期聞の違いのために，需要
家の方は省エネ設備への投資誘因が働かず，一方事業者の方は過度に発電所への投資誘因が与えら
れる事態を招いている 10)。事業者による省エネ投資を行う需要家に対する奨励金提供などの省エネ
プログラムにi:i，参加者の回収期間を短縮することによって.省エネ設備への投資誘因を高める効
果が期待できる。
こうした阻害要因を除去するための鍵は，需要家にエネルギー効率改善投資のための適切なイン
センティブを提供することである。その点で大きな役割を期待されるのが，電力会社による省エネ
プログラムである。電力会社が奨励金や無低利融資を提供して，需要家による高効率機器の設置や
建物の断熱化工事を奨励するのである。
ではなぜ政府の補助金ではなく，電気事業者なのか。それは，①電気事業者は需要家のエネルギ
ー使用特性とニーズに精通しており，フィールドテストが可能な立場にあることから，プログラム
実施の有効性をより高めうる，②省エネによって容量費と燃料費の発生を回避できるという便益を
享受する電気事業者が便益費用分析によって個別プログラムの適否を判断しながら実施する方が効
率的である，と考えられることによる。エネルギー効率改善のために電気事業者が果たしうる役割
10) Fickett et al. (1990)邦訳， 38頁。
米国電気事業におけるデ7 ンドサイド・ 7 ネジメント
は大きいとし、えよう。
3. DSMの実施状況
米国の電気事業は1991年に， DSMtこ約20億ドルを支出した。DSMを本格的に実施する事業者の数
と個々の事業者の支出額はともに増加している。
最近米国電力研究所 (EPRI)が実施した民営事業者に対するサンプリング調査(対象14事業者)で
は， DSM支出の増加傾向が明らかにされている 11)。サンプル事業者のDSM予算は， 1989年における
総収入額の平均1.6%から91年には平均2.3%に増加したことを示している。より積極的な事業者の
場合，現在その年間総収入額の3%から 5%をDSMに支出しているとみられる。
一方，公営事業者のDSM実施状況については，米国公営電力協会(APPA)の調査で明らかにされ
ている l九この調査でt;l:.，公営事業者が平均して粗収入の2.1%をDSMに支出していること，および
家庭用需要家の29%，業務用需要家の20%，産業用需要家の34%がDSMフ。ログラムに参加し，ピー
ク需要を平均3.9%減少させたことが示されている。
採用されるDSM方策ι初期におけるロードマネジメントを中心としたものから，需要家宅のエ
ネルギー監査，需要家による高効率機器の購入に対する奨励金の提供.断熱化工事に対する低無利
子融資の提供など多様な省エネプログラムを取り入れたものに変化してきている。本節では，米国
電気事業におけるDSMの実方面状況を概観する。
(1) 革新的な料金制度
ロードマネジメント方策として革新的な料金諸制度が米国において普及してきた。 EPRI調査を
もとに，最近の実施状況をサーベイしてみよう l九
(イ) 季時別料金
革新的な料金制度のうち最も一般的に用いられているのは，季時別料金 (time-of-userate)であ
る。この料金制度は， ピーク負荷の削減およびピーク時からオフピーク時への負荷移行を目的とす
る。米国電気事業における最初の季時別料金は1976年に実施された。この料金制度の本格的な普及
は1980年代前半に， PURPAに刺激されて開始されている。当初は産業用・業務用を中心に適用され
たが，次第に家庭用にも適用範囲が拡大されている。
1986年のEPRI調査では，調査対象とされた民営の110事業者のうち.61%に当たる67事業者が家
庭用需要家向けに季時別料金を実施していると回答している(表 1参照)。前回1983年に実施された同
様の調査では実施率が51%であったから，家庭用の季時:5IJ料金も制度として着実に定着しつつある
11) Lamarre (1991)， p.7 
12) この調査の概要について. Electrical World(1992) ， p.25参照。
13) Ebasco Business Consulting Co. (1985) and (1988). 
? ?
表 1 米国の家庭部門における革新的料金の実施状況
1983年 1986年
料金のタイプ
事業者数 % 事業者数 % 
季時別料金 63 51 67 61 
供給遮断料金 3 2 5 5 
区画逓増料金 20 16 18 16 
インセンティブ型料金 25 20 36 33 
需要契約料金 2 2 1 
(出所)EPRI調べ。調査対象は1983年で123事業者， 1986年調査では110事業者。
といえよう。
季時別料金はすべての需要種別に提供きれうるが‘一般に家庭用需要家には選択制で，そして大
口の業務用・産業用需要家には強制で適用されることが多い。業務用・産業用需要家にはかなり普
及しており守一部の事業者では50%以上の適用率に及んでいる。これに対して，家庭用に対する適
用率は平均して 1%程度ときわめて低い水準にある。家庭用需要家の大部分は.オフピーク時の電
気使用量が小きいため，時間帯別メーター設置の追加コストが料金支払節約額の便益を上回るとみ
られている 14)。
(ロ) その他の料金制度
家庭用需要家にエアコン・温水器などの直接負荷制御フ。ログラムや蓄熱式システムへの参加を奨
励するために用いられるインセンティブ型料金 (incentive-basedratelを実施している事業者の比率
は， 1983年の 5分の lから86年の3分の lに増加している c
供給遮断料金(interruptibleratelは，大口の産業用需要家向けに広〈用いられているが，家庭用需
要家向けに関しては負荷の規模が小きいためにこれを適用している事業者はわずか 5%にとどまっ
ている。
需要契約料金 (demandsubscription rate)は，需要家との契約に基づいて，過度なピークまたは緊
急事態が発生した場合に，電気事業者があらかじめ設定された水準を超える需要家負荷を遮断する
ことができる制度である。需要家には遮断可能な需要の大きさに比例した料金割引が提供される。
現在，南カリフォルニア・エジソン社 (SCE)が一部の家庭用需要家に対して実施している。通信手
段としては，無線が用いられている。
最近注目きれている料金制度としてリアルタイム料金(RTP)がある。この料金制度は，季時別料
金をダイナミックにしたものであり，最近における事業者と需要家の聞のコミュニケーションおよ
14) Hill (1991)， p.31O. 
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ぴメータリング関連の技術進歩によって可能になった。 RTPにおいては，通常の季時別料金のよう
に想定費用に基づいて料金が設定されるのではなしもっと密接に運営費の変化を反映するように
料金がよりタイムリーに需要家に伝達される。現在，いくつかの事業者が一部の大口需要家向けに
RTPを本格的にあるいは実験ベースで実施している。
(2) 直接負荷制御
日本ではまだ本格的な実施に至っていないが，米国ではかなり普及しているDSM方策に，エアコ
ン，温水器.ポンプ等を電気事業者が遠隔操作する直接負荷制御(DLC)がある。 DLCは.事業者が
需要家との契約により，系統ピーク時に特定の需要機器の運転を制御しその見返りとして料金を
割り引くものである 3 機器制御の方法により， 30分に何分かの停止を繰り返すサイクリング制御ι
1日3-4時間程度の完全停止を行う停止サービスとに区分される。
サイクリング制御では，エアコンが停止しても送風器は作動するため，需要家が制御に気付かな
いことが多いという。停止解除ボタン(押すとペナルティが付く)を取り付けるケースは希である。一
方，停止サービスの場合，負荷削減効果が高いものの.需要家が失うサービス価値も大きくなる。
そのため，かなり大きな料金割引額が月一定額または停止 l回につきいくらという形で提供される。
運転制御は，その可能性を事業者が得るもので，実際にどれだけ制御がなされるかは，供給予備
力の有無に司そして回数割引の停止サービスでは料金割~[による減収のコストと買電のコストとの
経済性比較に依存する。ちなみに，供給力に余裕のあるSCEの場合， 4カ月に最大15日実施できる
規程にもかかわらず，近年の実績では1989年に 1日だけ実施. 90年. 91年は実施日なしであった。
それで、も規程により料金劃引は提供している。
DLCにおいて料金割引の大ききは，需要家の参加率と事業者のコスト負担に影響するため，決定
的に重要で、ある。その額は一般に次式(事業者コストテスト)により事業者採算を考慮して決められ
る。
回避容量費用/(装置取付費用+料金割引額)> 1 
需要家宅の機器の制御は，無線，配電線搬送.電話回線等の通信手段を通じて行われている。米
国では， とりわけ無線が用いられるケースが多い。無線には， コストが安し災害に強いという利
点があるものの，一方向伝送の特性により被制御機器の動作が事業者に確認できないとし寸問題も
ある。その点.配電線搬送方式では、 コストは無線より高く付くが，双方向性を利用して動作の信
頼性を確認できる強みがある。
現在，米国では約250万軒の需要家がDLC契約を結んでいるとみられる。表2は司大規模に実施中
の4事業者のプログラムの概要である。フロリダ・パワーアンドライト社 (FP&L)やSCEの場合，
表2 家庭用エアコンDLCプログラムの実施例
事業者 通信手段 制御期間 制御時間帯 制御サイクノレ 料金割引 参加者数
AP&L 平日 オ77.5分 2.31ドル/
(アーカンソー州)
無線 7-9月 13-18時 (非常時15分) KVA/月 11万戸オン22.5分
FP&L 配電線鍛送 4 -10月 平日 オ710分 6 ドル/ 15万戸
(フロリダ州) 15-18時 オン20分 月
PEPCO 無線 6-10月 平日 オ713分 8 ドル/ 10万戸
(コロンピア特別区) 12-20時 オン17分 月
SCE 平日 0.18ドル/
(カリ 7オノレニアリ.H)
無線 6-9月 12-18時
オ730分 冷凍トン/ 12.5万戸
日
(注)FP&し PEPCOでは， 3 -4時間的停止サービスも提供されているa
表3 SCEの電力DSM支出額
(単位:千ド、ル)
支出項目 1988年 1989年 1990年
省エネフ。ログラム 35，000 36，175 56，451 
うち家庭用 18，081 18，694 25，633 
非家庭用 16，919 17，481 30，818 
ロードマネジメント 10，038 10，357 10，617 
うち家庭用 4，052 4，214 4，393 
非家庭用 5，986 6，143 6，224 
計測・評価 7，904 8，214 8，550 
その他・ DSM 4，032 4，195 4，380 
DSM合計 56，974 58，941 79，998 
(出所)SCE資料。
プログラムによる負荷削減ポテンシャルは20万kWにも及んでいる。
(3) 省エネプログラム
(イ)概況
1991年
68，320 
29，849 
38，471 
10，882 
4，581 
6，301 
8，919 
4，565 
92，686 
制御能力
0.7kW/戸
1.3kW/戸
lkW /戸
数年前まて1 省エネプログラムに積極的な州は北東部，太平洋岸，中西部上部に集中して見られ
たが，最近ではその他の地域へも広がってきたc 現在，約200事業者によって1，300以上の省エネプ
ログラムが実施きれ，約1，300万の需要家が参加していると推定されている。
電気事業者による省エネプログラム支出は年々増加している。ちなみに， DSMに積極的なことで
知られるSCE(カリフォルニア州)における電力DSM支出額の推移(表 3参照)をみると，支出額全体
が増加する中で， とりわけ省エネプログラムの伸びが顕著となっている。
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事業者による省エネプログラムへの支出は，高価でない電力資源を購入することを意味すると一
般に考えられている。さもなければ，非効率な需要機器や建物によって吸収きれたはずのエネルギ
ーが，プログラムの実施により家庭や企業の新たなニーズを充足するために利用可能になるからで
ある。
(ロ) 情報プログラム
米国てすま，省エネプログラムの具体的な方策は，実に多様で、ある。その形態は大きく，情報プロ
グラム，需要家インセンティブプログラム，直接設置フログラムの3つに分けられる 15)。
情報プログラムは，需要家およびその他のエネルギーサービス市場参加者に対して，価格シグナ
ルが働くようにするために必要な情報を提供することを狙いとする。情報プログラムには，広告な
どによる一般情報提供から需要家宅のエネルギー監査までの様々な方策が含まれる。エンドユー
ス・エネルギー効率に関する一般情報提供のための手段としては.テレヒ¥ラジオ，新聞，雑誌、
ダイレクトメール，領収書，ショールーム展示などがよく用いられる。そのほか，事業者によって
は，需要家に対する講習会，ビル管理者等に対するトレーニング，高効率技術の実験フ。ロジェクト
等のスポンサリングなども実施されている。
エネルギー監査においては，電気事業者のエンジニアまたは契約業者によって，補助付き有料ま
たは無料で需要家宅のエネルギー効率に関する実地検査が行われる。しかし，これまでの経験では，
エネルギー監査でさえ限られたエネルギ一節約効果しかもたらさず，省エネの実効を高めるには監
査結果をフォローアップする、次の付で述べるような金銭的インセンティブの提供が重要なことが
明らかにされている。
付需要家インセンティブプログラム
需要家インセンティブプログラムは， DSM活動を需要家にとってより収益的にするために資金を
提供するものである。その典型例は，高効率機器の購入のための奨励金ι建物断熟化のための低
無利子融資である。こうしたプログラムの適用にあたっては，エネルギー監査プログラムへの参加
がその前提条件ときれていることもある。インセンティブの水準は，一定期間に需要家が高効率設
備の投資回収をするのにどれだけの資金が必要か，に基づいて決められる。
最近注目されているのは.新規建築の分野である。建築物の完成後における断熱化のコストは一
般に建築時に比べて割高となる。ところが，建築業者は建築の初期コストの低廉化にだけ関心を持
丸建築物の所有者が後で支払うことになるエネルギーコストには無頓着なことが多い。したがっ
て，電気事業者が効率的な断熱化の増分費用の大部分をカバーするだけの奨励金を建築業者に支払
うことが，省エネを推進するうえできわめて効果的とみられる。現在，一部の事業者により実施さ
れている。
15) このような区分については， Eto (1992)を参照。
これらのほかにも，エネルギーサービス会社を活用するテ、マンドサイドヒ、デイング，省エネビル
デイングのデザインコンペや省エネ型機器開発コンペ(賞金提供)など，創意工夫を凝らした斬新な
プログラムが次々と考案されている。
(斗直接設置プログラム
直接設置プログラムは，需要家の情報不足と資本アクセスの欠如に同時に取り組むことを狙いと
しており，需要家宅のエネルギー監査の結果，コスト効果的と判明した改善手段を事業者の全面的
な負担(またi剖+1政府との折半負担)で講じるものである。このようなフ。ログラムは，他のプログラム
に比べ，より高い参加率および参加者1軒当たりの節約を達成しうるものの，一般に事業者にとっ
ては情報提供，奨励金，および融資プログラムよりもコストが高くつく。
こうしたフ。ログラムは一般に，低所得家庭用および零細な産業用・業務用需要家を対象にしてお
り，中短期的な供給力に手詰まりが生じている事業者によって実施されることが多い。低所得需要
家の場合，エネルギー効率がきわめて低いため，こうしたプログラムの有効性は特に高い。当の需
要家にとって料金支払額の減少の利益が得られるだけでなく， ピーク需要の削減と料金滞納率の低
下により事業者にも利益が大きいとみられる。
以上のような省エネプログラムを事業者がデザインするにあたっては，需要家の参加・協力が得
られるようそのニーズを考慮すること，そのためには需要家によるエネルギー効率の改善を阻害す
る市場障壁を識別することが，また実施にあたっては説明資料と参加手続きが需要家に理解しやす
いこと，が重要で、あると考えられる。
4. DSMのポテンシャル
(1) 負荷削減効果
米国おける民営電気事業者の連合組識であるエジソン電気協会 (EEI)では，今後2000年まで電力
需要は年率2.3%で伸ぴると想定，これを充足するための電力資源として，トータル1億6，400万kW
(供給力相当)を計画しているが，その中にDSMプログラム2.500万kWを見込んでいる。 DSMは着
実に，電気事業の新たな資源として電力計画に組み込まれているといってよい。
電力資源、としてのDSMプログラムの負荷削減効果を評価するには，そのフ。ログラムに帰しうる電
力負荷の変化を識別する必要がある。その場合，需要機器に関する連邦・州の効率基準のような，
DSM以外の要因による負荷インノfクトを取り除かねばならない。 DSMプログラムの実際の負荷イ
ンパクトを決定するためには， まず当のプログラムが存在しなかったなら， どれだけのエネルギー
をプログラム参加者が使用したかを見積もる必要がある。
そのために一般に用いられるのは， DSMプログラムに参加する需要家グループの電気使用ノfター
ンを，非参加グループのそれと比較する手法である。この場合，非参加者の使用ノfターンの変化は，
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DSMが存在しない場合に参加者の使用ノfターンに起こるであろう変化を推定するための指標とし
て役立つ。非参加者の使用ノfターンの変化は，参加者の使用ノfターンの変化のうち， どれだけがプ
ログラムに起因するかを決めるために，参加者の使用ノfターンの変化と比較される。 DSMの総ポテ
ンシャルは，多数の小さな純変化の総計として捉えられる。
このような手法を基礎にして，フィールドデータ，エンジニア t)ング・シミュレーション，およ
び統計モデルを駆使して推計されたDSMの負荷削減効果が， EPRIにより公表されている iへそれに
よれば.DSMは， 1990年に夏ピーク需要を3.7%に当たる約2，000万kW，年間消費電力量をl.3%に
当たる370億k¥¥もそれぞれ削減したが， 2000年には夏ピーク需要を6.7%に当たる約4，500万kW，年
間消費電力量では3.0%に当たる約1，070億kWhそれぞれ削減すると見積もられている。さらに，
2010年には，夏ピーク需要で9.6%，年間消費量で5.7%の削減を予測している(図1参京)0EPRIで
は，仮にDSMの積極的な推進によって2000年に約2，000億kWhの電力使用量を減少させることに成
功するなら，二酸化炭素 (C02) の排出量を約l{意5，000万トン減らせると試算しているご
一方， DSMの研究で実績のあるオーク t)ッジ国立研究所 (ORNL)では. DSMによる電力使用量
の減少は1990年について0.5%，2000年について 4%と見積もっている 17)0 同時にORNLでは。 1990
年から2010年の聞に.DSMプログラムの事業者導入率が20%から75%へ，需要家参加率が年7%か
ら12%へ，また参加者 I軒当たり省エネ率が15%から22%へとそれぞ、れ上昇するという，かなり野
心的なシナリオを前提としたうえで'， DSMtこより2010年までに電力需要を19%削減可能と試算して
いるc この場合，米国におけるCO2の総排出量もDSMが存在しないケースに比べて2010年までに 9
%削減され，地球温暖化の脅威が緩和されることになる， としている。
米国電気事業者の中でも特に積極的にDSMを展開している10事業者における2000年までの負荷
図1 DSMによる負荷削減効果
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(出所)EPRI資料。
2000 2010年
16) Barakat & Chamberlin Inc. (1990) 
17) Hirst (1991)， p.31. 
ヮ ?
表4 DSMによる2000年までの負荷削減効果(事業者別)
事業者(州) 電力量削減率(%) ピーク需要削減率(%)
Boston Edison (マサチューセッツ) 6.1 14.2 
Central Hudson G&E (ニューヨーク) 3.9 7.6 
Con Edison (ニューヨーク) 8.1 12.6 
NEES (マサチューセッツなど) 6.6 13.7 
N ortheast Utilities (コネティカットなど) 7.0 9.3 
PG&E (カ t)フォルニア) 6.0 12.2 
Puget Sound P&L (ワシントン) 6.8 n.a. 
Sacramento Municipal (カリフォルニア) 13.5 15.5 
SCE (カリフォルニア) 13.0 n.a. 
WEPCO (ウィスコンシン) 6.2 5.6 
(出所)ORNL調べ。
削減効果の見込みは，表4の通りである。こうした強気の見通しは，各事業者のDSM支出の増加傾
向によって裏付けられている。ちなみに， DSMiこ積極的に取り組んできたニューイングランド電力
システム (NEES)のDSM支出はー 1988年に2，400万ドル。 89年に3，900万ドル， 90年lこ6，500万ド
ル，そして91年には8，500万ドルへと急増の一途を辿っている。
EPRIの試算のように， DSMプログラムによって2000年までに4，500kVl市の先送りが見込まれる
としても，電力需要は1990年代の残りの期間に2.0-2.5%の成長を続けるとみられる。北米電力信
頼度協議会 (NERC)では，米国の夏の供給予備率は1991年における21.8%から2000年までに19.1%
に低下し一部地域ではこの水準をずっと下回ることになる，と想定している 18)。
こうした需要成長を充足するために，多数の事業者は，新規発電所の建設によって対応すること
のほかに， DSMを通じての建設先送りに財務的な意義を見いだしているといわれる c積極的にDSM
プログラムを導入することにより，電気事業者は発電所建設による固定費の発生を回避できるから
である。たしかにDSMは拡大する電力需要に対L，全面的に発電所建設に代替しうるものではない
が，事業者に怠をつく余裕を与え，需要家に料金支払額の減少をもたらしうると考えられている。
DSMが電気料金に与えるインノfクトに関しては，この分野の研究の第一人者と目されるHirstがー
次のような知見を得ている 19)。①DSMプログラムは，電気サービスのコストを減少させるが， kWh 
ベースの電気料金を引き上げる。したがって，事業者と規制委員会は総資源コスト (TRC)テストと
料金インパクト計測 (RIM)テストの聞のトレードオフを認識する必要がある20)。②需要家の電気料
18) Electrical World (May 1992). p. 7. 
19) Electrical World (Feb.1992). p.34 
20) TRCおよびRIM子ストについては， lJ谷 (1992.5)を参照。
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金支払額の減少率はDSMプログラムにより引き起こされるkWh料金の上昇率を大きく上回るむ③
DSMプログラムは，事業者が設備の余剰と負荷成長の鈍化に直面している場合でさえ.コスト効果
的である c なぜなら.DSMプログラムは，電力系統の運営費を減少させるだけでなし新規発・送・
配電設備の建設を先送りするからである。
将来における環境問題への関心の一層の高まり，需要機器の継続的な効率改良， DSMインセンテ
ィブの充実化等を考慮すれば，事業者導入率と需要家参加率の上昇，並び1こDSMフ。ログラムの設計
と運用に関する経験の蓄積により， DSMの有効性は今後さらに高まっていくことが予想きれる。
(2) エネルギーサービスの展開
米国の電気事業者は近年、その経営戦略の重点を発電サイドのビジネスから，エンドユースサー
ビスに移しているといわれる。一部の事業者によるDSMへの積極的な取り組みの背後には、たんな
る電気の供給を超えた「エネルギーサービス」事業の展開に向けた期待と計算が働いているように
みえる。 DSMによるこの分野での事業展開のポテンシャルを検討してみよう。
自家発・コージェネ等との競争によって電力市場の構造は次第に変化しており、電気事業者には
これまで以上に需要家重視の姿勢が求められるようになった。たんなる電力供給コストの節減(電気
料金の低廉化)にとどまらず，需要家に対するサービス価値の向上に重点を置く必要に，事業者は迫
られている。
そのためには，需要家ニーズに感応的になることにより，電気販売に新たな価値を付加すること
が不可欠， との認識が事業者の聞に芽生えてきた。コスト節減と付加価値サービスの組合せこそ，
電気事業者がエネルギ一市場で現在のシェアを維持しうるための切り札というわけである。事業者
が新たなサービス価値を創出するためには需要家情報の収集が不可欠で・あるが， DSMはそのための
絶好の機会を提供してくれると考えられたのであるぐ需要家とそのエネルギーサービスニーズに対
するこのような関心の高まりが，事業者の経営哲学に大きな変化をもたらし DSM指向を促してき
た21)。
高度なDSMプログラムの実施を容易にすると同時に、需要家情報の迅速な収集と価値の高いエネ
ルギーサービスの提供を可能にするのが、配電自動化システム(DAS)である。 DASの経営戦略上の
利点は，無線・配電線搬送・電話線・衛星・ CATVなどの通信手段とコンビュータ制御技術によ
り，需要家と事業者が直接相互に 1)アルタイムで情報をやりとりできるところにある。
DASにより，需要家は家庭・事業所にある端末を通じて事業者と情報交換できる(図2参照)。事
業者は，時間帯別料金情報，電気消費量，料金支払額など追加的なエネルギー管理情報を提供しう
る。こうした情報に基づいて，需要家はいっその需要機器を使用するかの決定を行うことになる。
21) Hirst(l987). p.103; Messenger(l987). pp.18←21 
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図2 DASによる情報の流れ
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産業用需要家の場合，あらかじめ料金スケジュールに従って一定時間に一定の機器をオン・オフ切
替えできるようコンピュータにプログラムしておくことになろう。一方，事業者は，電子式のイン
テリジェントメーターで計測きれる価値の高い需要家データを収集することにより，将来需要の予
測の精度を高めうると同時に.需要家特性の把握に役立てることができる。
DASは， リアルタイム料金，負荷制御，需要家調査，自動検針，遠隔供給遮断，事故診断，ロー
ドバランシング，情報交換，自動料金徴収システム等の機能を有しており，きめ細かなエクストラ・
サービスの提供により，需要家がカ*スやコージェネなどの競争相手に切り替える誘因を減少させ
る22)。
本格的なDASはすでに，先駆者であるSCEをはじめ， PG&E. FP&Lなど6事業者によって運用
されており，高度なDSMシステムの活用によって需要家の特性と二ーズに関する十分な知識に基づ
いた，事業者と需要家の聞の新たな協力関係が確立されることが期待されている。
むすび
米国の電気事業者の多くは， DSMを重要な資源として位置づけるようになってきた。DSMは供給
サイド資源の必要性を先送りすることにより，事業者と需要家にコスト節約と料金低廉化をもたら
すとみられている。 DSMはまた，事業者と需要家の関係を改善し発・送電の環境へのマイナス効
果を減少させる利点をも有する。規制当局も，その所管する事業者に対して雫供給サイド資源より
コスト節約的である限り， DSMを奨励している。さらに，公共政策上の施策において雫事業者がDSM
を円滑に推進できるようレートメーキング制度の見直しにまで踏み込んでいる。
こうした米国におけるDSMの経験には，日本にとって参考にすべき点が多いように思われる。日
22) Grusky and Sioshansi(l987)， pp.26-8. 
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本では地球温暖化防止行動計画が策定され，その目標達成に向けて省エネの積極的な推進が重要課
題となっている。一方で， 日本の電気事業は夏期の電力需給逼迫と電源開発の困難化に直面してい
る。こうした状況のもとでは， DSMが有効であると考えられる。
日本におけるこれまでのエンドユース省エネの成果は，主としてハード面での技術改良によるも
のであって.その技術的な成果を実際に利用するためのインセンティブ提供という面では，必ずし
も十分で、あったとは言えないように思われる。需要家によるエネルギー効率改善に対する市場障壁
を克服するために，インセンティブ提供型の省エネプログラムを含むDSMの本格的な採用によっ
て，事業者がこれまで以上に大きな役割を果たせることへの認識が日本においても高まってくるこ
とを期待したい。
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